
 

原子力政策大綱の策定について 

 

平成２２年１１月３０日 

原子力委員会決定 

 

１． 新たな原子力政策大綱策定への着手 

我が国における原子力の研究、開発及び利用は、原子力基本法に基づき、将来に

おけるエネルギー資源を確保し、学術の進歩と産業の振興とを図り、もって人類社会

の福祉と国民生活の水準向上とに寄与することを目的として推進されてきています。 

原子力委員会は、この目的を達成するための国の施策が計画的に遂行されること

に資するべく、平成 17 年（2005 年）には、今後１０年程度の期間を目安とした国の施

策の基本的な方向性を明らかにするとともに、原子力行政に関わりの深い地方公共

団体や事業者、国民各層に対する期待を示す「原子力政策大綱」（以下、「大綱」とい

う。）を策定しました。 

大綱の策定から５年を迎える本年７月に至り、原子力委員会は、国内外の原子力

利用に様々な変化が見られることを踏まえて、定例会議等の場で２３人の有識者と意

見交換を行うとともに、３回の「大綱の見直しの必要性についてご意見を聴く会」を原

子力施設立地地域及び電力消費地において開催し、国民からの「意見募集」を実施

しました。 

これらの意見や原子力の研究、開発及び利用を取り巻く国内外の情勢、そして平

成 18 年より実施してきた政策評価の結果等を検討した結果、原子力委員会は、以下

のような現行の大綱策定後の変化や取組みの進展状況を今後の国の施策の基本的

考え方に反映させるべきであると考えます。 

・ 温室効果ガス排出削減に対する要求の高まりやエネルギー安全保障の重要性

の増大、放射線利用技術を含む原子力科学技術の経済成長に対する役割に

対する認識の高まりなど、原子力を取り巻く環境に大きな変化が生じていること 

・ 地震等の影響で我が国の原子力発電所の平均稼働率が低迷していること、高

速増殖原型炉もんじゅの運転再開が遅延したこと、プルサーマルが開始された

ものの六ヶ所再処理工場のしゅん工が遅れていること、高レベル放射性廃棄物

処分場の立地地点の選定活動が進展していないこと 

・ 原子力発電に対する関心が高まり、その建設を巡って国際通商が活発化し、国

内外において人材育成に対する関心が高まり、原子力の研究、開発及び利用

に係る二国間、多国間関係の拡大・充実が求められている一方、原子力安全、

核不拡散、核セキュリティに関する取組みの強化が国際的に求められているこ

と 

そこで、原子力委員会は、１年程度の期間で、新たな大綱の策定を目指して検討

することとし、その検討を開始します。 



 

 

２． 新大綱策定会議の設置、運営等について 

（１）新大綱策定会議の設置 

（イ）  新たな大綱の策定に向けて必要な事項を調査審議する新大綱策定会議（以

下、「策定会議」という。）を原子力委員会に設置します。策定会議の構成員は、

原子力委員会委員長、委員、専門委員をもって構成します。 

（ロ） 構成員となる専門委員は、広く国民の意見を調査審議に反映する観点から、

原子力委員会が、地方公共団体、NGO、事業者、研究機関等の関係者、学識

経験者等から、専門分野、性別のバランス、原子力を巡る意見の多様性の確

保に配慮して選定することとし、別紙のとおりとします。 

（ハ） 策定会議の運営については、原子力委員会専門部会等運営規程（第二条第

一項、第三条ただし書き及び第四条第一項を除く。）を準用します。この場合

において、同運営規定中「部会長等」とあるのは「議長」と読み替えます。 

（ニ） 策定会議の議長は原子力委員会委員長をもって充てます。 

（ホ） 策定会議は、構成員の過半数が出席しなければ、議事を開くことができないも

のとします。 

（へ） 構成員の代理出席は認めないものとします。ただし、議長が必要と認める場

合には、欠席する構成員の代理の者を説明員として出席させることができるこ

ととします。 

（ト）  調査審議を円滑に行うため、必要に応じ、小委員会等を設置することができる

こととします。小委員会等の設置、構成員等は原子力委員会が決定することと

します。 

（チ）  調査審議が終了したときには、策定会議及び小委員会等は廃止するものとし

ます。 

 

（２） 調査審議の進め方等について 

 （１）（ハ）のとおり、策定会議は、原子力委員会専門部会等運営規程第四条第二項か

ら第四項を準用し、議事を公開することとします。ただし、議長が議事を公開しないこと

が適当であるとしたときは、この限りではありません。また、同運営規程第八条を準用し、

必要があると認めるときは、構成員以外の者を会議に出席させて意見を述べさせ、又

は説明を求めることができることとします。さらに、次に掲げる事項に配慮するものとし

ます。 

（イ） 策定会議及び小委員会等の議事録は会議終了後速やかに作成し、原子力委

員会ホームページ等において公開します。その際、議事概要の作成や録画等

の方法により、速報性の確保に努めます。 

（ロ） 意見募集やご意見を聴く会の開催等により広く国民の意見を聴取して、これを

調査審議に反映します。 



 

（別紙） 

 

新大綱策定会議構成員 

 

（議長） 近藤 駿介 原子力委員会 委員長 

 青山 繁晴 株式会社独立総合研究所 代表取締役社長兼首席研究員 

 秋庭 悦子 原子力委員会 委員 

 浅岡 美恵 特定非営利活動法人気候ネットワーク 代表 

 阿南 久 全国消費者団体連絡会 事務局長 

 五十嵐 安治 日本電機工業会 原子力政策委員会 委員長 

（株式会社東芝 執行役上席常務） 

 大橋 弘忠 東京大学大学院 工学系研究科 教授 

 大庭 三枝 原子力委員会 委員 

 尾本 彰 原子力委員会 委員 

 河瀬 一治 全国原子力発電所所在市町村協議会 会長 （敦賀市長） 

 清水 正孝 電気事業連合会 会長 （東京電力株式会社 取締役社長）

 鈴木 篤之 独立行政法人日本原子力研究開発機構 理事長 

 鈴木 達治郎 原子力委員会 委員 （委員長代理） 

 田中 明彦 東京大学大学院 情報学環・東洋文化研究所 教授 

 田中 知 東京大学大学院 工学系研究科 教授 

 谷本 正憲 原子力発電関係団体協議会 会長 （石川県知事） 

 知野 恵子 読売新聞東京本社 編集委員 

 中西 友子 東京大学大学院 農学生命科学研究科 教授 

 南雲 弘行 日本労働組合総連合会 事務局長 

 伴  英幸 特定非営利活動法人原子力資料情報室 共同代表 

 増田 寛也 株式会社野村総合研究所 顧問 

 又吉 由香 モルガン・スタンレーMUFＧ証券株式会社 ヴァイス プレジ

デント 

 松村 敏弘 東京大学 社会科学研究所 教授 

 水野 順子 独立行政法人日本貿易振興機構アジア経済研究所 新領

域研究センター長 

 山地 憲治 財団法人地球環境産業技術研究機構 理事・研究所長 

 山名 元 京都大学 原子炉実験所 教授 

 

(平成 22 年 11 月 30 日現在) 計２６名 

 

 


